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研究成果の概要（和文）：　海洋における船舶の安全の確保は単に円滑な海運にとってのみならず「国際社会における
法の支配」にとって不可欠の重要性を有するものである。本研究においては、国際海峡とりわけ中東からの石油の輸送
路として死活的な重要性を有する海峡であるホルムズ海峡の法的地位と同海峡における船舶の航行をめぐる法的課題、
免除を享有する軍艦及び政府船舶に特有の安全確保に関する法的課題、海賊問題、原子力船の地位、防空識別圏、船舶
の安全を脅かす行為に対する海上での法執行をめぐる課題等について、国連海洋法条約等の国際法及び海上保安庁法等
の国内法の双方の観点から、また法解釈・適用にとどまらず立法論的な観点もふまえて検討した。
 

研究成果の概要（英文）： Ensuring safe nagivation of ships is indispensable for the rule of law in the 
international community. In this project we studied such topics as legal status of the strait of Hormuz, 
immunity enjoyed by warships and other government ships, piracy, nuclear ships, ADIZ and law enforcement 
measures in the ocean from the points of both international and domestic laws.
 Part of the rusults of this project has already been published in Japanese or English law journals.

研究分野：国際法
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１． 研究開始当初の背景 
船舶の航行の安全の確保に関しては、国
連海洋法条約の解釈・適用という観点から
は少なからぬ先行業績はあったものの、特
定の海域（特に石油の輸送路として極めて
重要なホルムズ海峡）に特化した検討や国
内法（特に海上保安庁法）との関連につい
ての検討や公海事故防止協定に関する検討
や沿岸国が保護権の行使として具体的に何
をなしうるかについての検討は、我が国に
おいてはまとまった形ではなされていなか
った。これらの課題は、単に理論的に興味
深いのみならず、我が国をとりまく海洋安
全保障が厳しさを増す中、その明確化が求
められる喫緊の課題でもあった。 

 
２． 研究の目的 
本研究は、海洋安全保障の中でも最も重
要な課題の一つである、船舶の航行の安全
の確保のために、国際法がいかなる機能を
有し、いかなる役割を果たし、その課題は
何かについて、いくつかの事象を取り上げ
て実証的に調査・検討を行い、実務に即し
た改善策等を提示することを目的とするも
のであった。海洋における船舶の安全の確
保は単に円滑な海運にとってのみならず、
「国際社会における法の支配」にとって不
可欠の重要性を有するものであった。また
本研究は、単に海洋分野の国際法規の解
釈・適用を明確化するのみならず、我が国
の海洋安全保障について国際法の側面から
一定の貢献をすることを目指すものでもあ
ったといえる。 

 
３． 研究の方法 
本研究においては、各人が分担したテー
マについて研究をすすめることを中心とし
たが、会合乃至電子メール等で方法での意
見交換を行い理解を深めた。本研究におい
ては、国際海峡とりわけ中東からの石油の
輸送路として世界で最も有用な海峡である
ホルムズ海峡の法的地位と同海峡における
船舶の航行をめぐる法的課題、免除を享有
する軍艦及び政府船舶に特有の安全確保に
関する法的課題、海賊問題、原子力船の地
位、防空識別圏問題、船舶の安全を脅かす
行為に対する海上での法執行をめぐる課題、
公海事故防止協定等について、国連海洋法
条約をはじめとする国際法及び海上保安庁
法をはじめとする国内法の双方の観点から、
また法解釈・適用にとどまらず立法論的な
観点や地政学的観点もふまえて検討を行っ
た。 
 
４． 研究成果 
各人の研究成果の概要は次の通りであ
る。 
中谷は、主に、第１に、ホルムズ海峡の
法的地位及び同海峡における船舶の安全航
行をめぐる問題、第２に海洋境界未画定の

海域（大陸棚・排他的経済水域）における
一方の沿岸国による一方的行動（特に鉱物
資源開発）及びそれに対する他方の沿岸国
による反応（とりわけ船舶に対する行動）
について検討を行った。前者の主題につい
ては、ホルムズ海峡は、ペルシャ（アラビ
ア）湾の出入口であり石油の国際市場への
輸送路として国際社会にとって死活的な重
要性を有する水路であるが、両沿岸国であ
るイランもオマーンも同海峡を国際海峡と
は認めておらず、政治的に不安定な中東の
地政学的状況からも、脆弱性の克服が国際
社会にとって喫緊の課題である。米ソ間で
1972年に締結され成功裏に運用されてきた
公海事故防止協定をモデルとして関係国間
での同海峡に関する合意がなされることが
立法論的には望ましいといえよう。後者の
主題については、ガイアナ・スリナム間で
の海洋紛争に関する２００７年の国際仲裁
判決が参考となる。同事件の訴答書面、口
頭弁論の記録、判決を細かく検討した上で
考察を加えたものを論考にまとまた。船舶
の安全航行との関連では、同判決では武力
による威嚇を広くとらえすぎ、法執行活動
（の威嚇）との区別をしなかった点が問題
である。その他、米ソ間の協定を端緒とす
る信頼醸成措置としての公海事故防止協定
の広がり（とりわけ日中間及び米中間での
締結の可能性）及び海賊に対する身代金支
払をめぐる法的問題についても検討をすす
めた。 
鶴田は、日本において国連海洋法条約の実
施のための法律の整備がなされている場合
と整備がなされていない場合では、船舶の航
行の秩序を脅かす行為に対する海上での執
行権限の行使の可否やそのあり方にいかな
る違いが生じてくるかについて、日本におけ
る海上での執行権限の行使の根拠法の一つ
である海上保安庁法に則して検討した。海上
保安庁法（庁法）は、行政法理論にいう組織
法と作用法の双方を併せて規定しており、第
1 条で「設置目的」について、第 2 条で「任
務」について、第 5条で「所掌事務」につい
て規定している。庁法第 2 条第 1 項のうち、
海上保安庁が行政警察権限を行使する根拠
となる規定は「法令の海上における励行」で
ある。ここでの「法令」は、ひろく日本の国
内法令を意味し（ただし、日本の国内法体系
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に位置付けられた
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条約その他の国際約束は
含まれない）、具体的な権限行使としては、
関係者に法令を説明し、法令違反が生じてい
る場合には、その事実を指摘し、それを是正
するために必要な指示を与えることである。
このような規定ぶりは、庁法が米国の沿岸警
備隊を範として制定され、沿岸警備隊の法執
行の仕組みを導入したことに由来する。また、
庁法第 2条第 1項の「海上における犯罪の予
防及び鎮圧」は、犯罪の発生を未然に防止し、
また、犯罪が発生した場合には、その害悪の
及ぶところを最小限に止め、その拡大の防止



を図る、行政警察権限の行使にあたる。さら
に、庁法第 2条第 1項の「海上における犯人
の捜査及び逮捕」は、犯罪の捜査や犯人の逮
捕といった典型的な司法警察権限の行使に
あたり、これらの権限行使は刑事訴訟法によ
って規律される。海上保安官が権限行使の対
象とする「海上における犯罪」は、「海上」
という限定は付されているものの、「犯罪」
の内容には限定はない。したがって、国連海
洋法条約を実施するために個別の法律が整
備されているという場合には、当該国内法整
備は、海上での執行権限の行使を、庁法第 2
条第 1項の「法令の海上における励行」、「海
上における犯罪の予防及び鎮圧」あるいは
「海上における犯人の捜査及び逮捕」という
組織法・作用法上の明確な根拠を有するかた
ちで可能ならしめるという意義を有する。で
は、国連海洋法条約をふまえて制定された個
別の法律が整備されていない場合における、
海上での執行権限の行使の可否やそのあり
方については、どのように考えたらよいので
あろうか。近年、外国政府の漁業監視船や海
洋調査船が日本の領海内に進入する事案や、
外国政府の海洋調査船が日本のEEZにおいて
事前申請なく海洋の科学的調査(MSR)を行う、
あるいは事前申請と異なる海域や方法で MSR
を行うという事案が頻発している。このよう
な外国政府の非商業目的のために運航する
政府公用船舶に対して領海外への退去要請
や EEZにおける MSRの中止要請を行うという
場合、こうした執行権限の行使は、庁法第 2
条第 1項の「法令の海上における励行」、「海
上における犯罪の予防及び鎮圧」あるいは
「海上における犯人の捜査及び逮捕」という
規定を根拠にすることはできなかった。なぜ
なら、国際法上、外国政府の政府公用船舶は
免除を享受し、また、日本の国内法では、EEZ
におけるMSRを直接に規制する法律は未整備
で、そもそも、外国船舶を適用対象とする法
律の多くは「外国船舶」の定義で「軍艦及び
各国政府が所有し又は運航する船舶であっ
て非商業的目的のみに使用されるものを除
く」と規定し、外国政府の軍艦および公用船
舶を適用対象から除外しているからである。
2012年8月の庁法の一部改正で庁法第2条の
任務規定および第5条の所掌事務規定に追加
された「海上における船舶の航行の秩序の維
持」という規定は、外国政府の政府公用船舶
に対して日本の領海外への退去要請や日本
のEEZにおいて事前通報なく行われている調
査活動の中止要請を行う等の執行権限の行
使についての組織法・作用法上の根拠の明確
化を図ったものである。換言すると、外国政
府の政府公用船舶の活動を、国連海洋法条約
等の条約その他の国際約束をふまえて制
定・改正された個別の法律ではなく、日本の
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国連海洋法条
約等の条約その他の国際約束に基づいて法
的評価を行い、当該評価に対応した執行権限
の行使が国際法上許容されているという場

合には（例えば、領海で国連海洋法条約第 19
条に基づき「無害でない」と評価できる活動
を行う外国船舶に対する沿岸国による国連
海洋法条約第 25 条第 1項に基づく「保護権」
の行使、国連海洋法条約第 246 条第 2項の義
務を履行せず EEZで事前通報なく MSRを行う
外国船舶に対する沿岸国による国家責任法
に基づく当該国際違法行為の中止要請）、庁
法第 2条および第 5条の「海上における船舶
の航行の秩序の維持」という規定を根拠に、
外国政府の政府公用船舶に対して執行権限
を行使することができることの明確化が図
られたといえる。 
  石井(山内）は、航行の安全確保と沿岸国
の管轄権との関係を巡る法的諸問題、とりわ
け、領海、内水、国際海峡という国家領域内
の水域における通航権に焦点を絞り、具体的
事例としては北極海航路の国際法上の地位
などを検討対象としながら、実証的な研究を
行った。その成果として、海洋における航行
の安全確保と国家管轄権との関係を巡る法
的諸問題についての研究を進め、その成果と
して①国際法上の海賊概念の形成過程、②防
空識別圏の国際法上の地位について、それぞ
れ論考を著した。また、③原子力船の国際法
上の地位に関して事典の解説を執筆し、④日
本で裁判が行われたソマリア海賊に関する
高裁判決について、判例評釈を著した。①に
おいては、国際法上の海賊概念の形成過程を
把握する上では、海賊の国際法上の犯罪の性
格を巡る、次の二つの学説の対立が踏まえら
れるべきであることを示した。一つは、海賊
行為の構成要件と法的効果、管轄権の配分は
国際法上直接に定まっているが、その執行が
各国に委ねられているとする見解である（国
際法違反説）。もう一つは、海賊行為の構成
要件と法的効果は国内法で定まっており、国
際法はその管轄権の配分を行うのに留まる
とする見解である（特別管轄権説）。後者は、
海賊行為が特別な管轄権の基礎を備えた普
通犯罪であると理解する。国連海洋法条約の
規定構造は、特別管轄権説に整合的であるが、
海賊行為概念は歴史的には多岐に渡るので
あり、一つの概念が変遷していったというよ
りも、複数の異なる概念が併存し、法典化の
過程において収斂していったという方が正
確である。本稿は、海賊行為概念の定義が一
定しなかった要因として、(1) 海上犯罪の取
締りの必要性に迫られて、折々に発生する犯
罪を海賊行為に含めて捉える傾向があった
ことと (2) 国内法の海賊概念と国際法上の
それとがしばしば混同されたことが挙げら
れることを示した。②においては、沿岸国が
行う領空外における措置の実施について、そ
れを入域管理として理解する見解と、EEZ上
空における沿岸国の主権的権利の行使とし
て理解する見解とが対立している状況にあ
ること、この二つの見解は、領空への進入を
予定していない航空機に対して沿岸国が何
らかの措置を取ることが正当化されるかと



いう具体的な問題において結論が分かれる
ことを示し、防空制度に関する国家実行を参
照しながら、国家実行上、前者の見解の基準
のみが受け入れられていることを示した。 
 坂巻の担当は、免除を享有する軍艦及び政
府船舶に特有の航行の安全確保に係る法的
諸問題の検討であった。（以下においては、
UNCLOS32 条にいうところの「非商業目的
のために運航する」軍艦ではない「政府船舶」
のことを、「政府公船」と表記する。）具体的
には、外国の軍艦及び政府公船による領海で
の「無害でない通航」対し、UNCLOS25 条
に規定されるところの「保護権」の行使とし
て、沿岸国がいかなる措置をとりうるかとい
う問題をとりあげ、1982 年国連海洋法条約
に至るまでの諸条約等の起草過程、免除及び
海洋法に関する先行研究等を調査した。検討
の主たる結果は以下の 5 点である。第 1 に、
軍艦及び政府公船による領海での無害でな
い通航に対し、沿岸国が保護権を行使してと
りうる措置ついては、退去要求できるとする
点では意見の合致がある。しかし、当該船舶
が退去要求に応じない場合にいかなる措置
をとりうるかについては議論があり、とりわ
け武器使用ができるか否か、乗船、立入検査
及び拿捕ができるか否かという点について、
意見は割れている。第 2に、無害でない通航
に対する保護権の行使については、①国家管
轄権の行使と位置づける理解と、②国家管轄
権の行使とは区別される、安全保障の観点か
ら沿岸国に対して国際法上認められた措置
と位置づける理解とに分かれてきたが、
UNCLOS25条 1項に至るまでの法典化の議
論の過程においては、保護権の行使は、国家
管轄権の行使というよりも、沿岸国の安全保
障を保護する権利の行使と位置づけられて
きたように解せられる。第 3に、軍艦は旗国
以外の国の国家管轄権から免除されるのみ
ならず 、あらゆる物理的な干渉を排除され
ると解されてきた。それに対し、政府公船に
ついては、国家免除に関する国際法規則のも
とで確立した裁判手続及びそれに伴う執行
からの免除を享受すること、及び、国内法執
行の際に拿捕及び抑留の対象とならないこ
とについては意見の合致があるが、それ以上
に軍艦と同じように免除又は不可侵が認め
られるか、認められるとしてどこまで認めら
れるかについては議論があり、必ずしも明ら
かではない。第 4 に、軍艦又は政府公船が、
免除を享受するのみならず、あらゆる物理的
な干渉を排除される特権を有しているとし
ても、外交官の特権免除に関する国際法規則
の類推から、一定の場合に免除又は不可侵が
停止し、当該公船に対する他国による一時的
干渉が許容されることはありうる。第 5 に、
かりに軍艦又は政府公船に対し沿岸国が保
護権の行使として一定の措置をとりうると
しても、沿岸国によるそれらの船舶に対する
直接的又は物理的な措置が、国際法上禁止さ
れる「武力による威嚇又は武力の行使」に相

当しない範囲又は場面は、当該措置をとる主
体が軍艦その他の公船であり、措置をとる相
手方が外国の軍艦その他の公船であること
をもって、きわめて限定的といわざるをえな
い。 
  以上が各人の研究成果の概要である。船舶
の安全航行を確保することは、海運にとって
有益であるにとどまらず、「国際社会におけ
る法の支配」にとって不可欠の重要性を有す
るものである。とりわけ、日本の近海を含む
海洋においては、力による現状変更を試みる
勢力が存在する以上、船舶の安全航行は時に
危機にさらされ、船舶の安全航行の確保は国
際社会において「法の支配」が現実に維持さ
れるか否かの試金石ともなっている。本研究
はここでいう「法」の内容を明確化し、「法
の支配」が現実に維持されるための条件を提
示する基礎的作業でもあったといえよう。 
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